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新型コロナ対策（資金繰り）

経営改善貸付（マル経融資）
（利下げ･実質無利子･既存借入れの借換え等、別枠の支援策が拡充）

制度名 融資限度額 使途（返済期間） 利率等

経営改善貸付 2,000万円 運転（7年以内） 1.2１%
（マル経融資） 別枠1,000万円 設備（10年以内） 別枠：上記利率－0.9%(3年間)

マル経融資は、商工会議所の経営指導員による経営指導を受けた小規模事
業者に対して商工会議所会頭が推薦し、日本政策金融公庫が無担保・無保
証人で融資を行う制度です。

【推薦要件】
①原則として6ヶ月以上、商工会議所の経営指導を受けている方
②最近１年以上、新潟市秋葉区（新津地域）内で事業を営んでいる方
③常時使用する従業員が商業･飲食業･サービス業では5人以下（宿泊業及び

娯楽業は20人以下）、製造業･その他業種では20人以下の法人･個人事業主
④所得税、法人税等の納期到来分の税金を完納されている方
⑤日本政策金融公庫国民生活事業の融資対象業種を営んでいる方

【別枠の新型コロナウイルス感染症対策について】
・ご利用いただける方は、上記推薦要件に加えて、新型コロナウイルスの影

響により最近１か月の売上高が前年又は前々年の同期と比較して5％以上
減少した小規模事業者の方となります。

・マル経利率－0.9％（現在0.31%）は、融資後3年目まで、据置期間の延
長（1年→3～4年）、既存借入れの借換えも受けられます。

・売上高が急減した小規模事業者に対しては、借入後3年間は実質無利子と
なる特別利子補給制度との併用ができます。

３名の経営指導員が地区別に相談に応じています。
（東・南部地区：近藤、西部地区：真野、北部地区：柳）
この他にも様々な融資制度がありますので、お気軽にご相談下さい。

資金繰り円滑化相談会（毎月定例開催）
中小企業者の事業の円滑な資金調達を支援するため、新津商工会議所を会場に

次の定例相談会を毎月開催しています。

□ 新潟県信用保証協会定例相談会（原則毎月第１火曜日１０：００～）
・ ９月 ６日（火） ・ １０月 ４日（火）

□ 日本政策金融公庫定例相談会 （原則毎月第２火曜日１０：００～）
・ ９月１３日（火） ・ １０月１１日（火）

＜当所経営指導員（近藤・真野・柳）までご予約をお願いいたします。＞

補助金情報

＜小規模事業者持続化補助金のお知らせ＞
補 助 対 象 者 ：常時使用する従業員数が「商業・サービス業（宿泊業、娯楽業を除く）」

の場合５人以下、それ以外の業種の場合２０人以下である事業者

対 象 事 業 ：小規模事業者が自社の経営を見直し、自らが持続的な経営に向けた経営

計画を作成した上で行う販路開拓や生産性向上のための取り組みである

こと。

対 象 経 費 ：機械装置等費、広報費、ウェブサイト関連費、外注費など

＜活用例＞飲食事業者が、高性能フライヤーを導入し、○○セットを

メニューに追加。また、地元メディアに広告を出稿した結果、コロナ禍

の中でも新規顧客の増加、顧客単価アップにつながった。

受 付 締 切 日 ：第９回締切 ２０２２年 ９月２０日（火）

（支援機関確認書の作成依頼は９月１２日までにお願いします。）

補 助 上 限 額 ：通常枠５０万円（補助率２／３） ※特別枠は上限２００万

申請の手続き：電子申請または郵送により提出。（持参は不可）

電子申請に際しては、Ｊグランツ（補助金申請システム）の利用となり、

ＧビズＩＤプライムアカウント jGrants(ID取得) 持続化補助金HP

の取得が必要です。

なお、応募を検討される方は、

持続化補助金ＨＰの「申請要領」

を必ずご確認下さい。

※本補助金は、給付金ではありません。経営計画書等の審査があり、不採択にな

る場合があります。また、申請には商工会議所が作成する「事業支援計画書」の交

付が必要となります。

＜問い合わせ先：新津商工会議所経営指導員（近藤・真野・柳）まで＞

新潟市ウオーキングチャレンジ参加事業所を募集中
職場の仲間と歩数を記録する“ウオーキングチャレンジ”３週間楽しみながら歩

数アップにチャレンジしてみませんか。
新潟県健康アプリ「グッピーヘルスケア」を活用したアプリコースもあります！
健康づくりやコミュニケーションのきっかけに、是非ご参加ください。

○チャレンジ期間：１０月３日(月)～１０月２３日(日)
○参加申込期間：参加コースにより申込〆切が異なります。

アプリコース8月22日（月）～９月5日(月)
レポートコース8月22日（月）～９月２６日（月）

○表彰や抽選で当たる参加賞・スポンサー賞あり
○詳細と申込み：新潟市ホームページで ウォーキングチャレンジ 検索

＜お問い合わせ＞
新潟市保健所健康増進課（TEL:025-212-8166）
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｢にいがた市 暮らしのガイド｣広告掲載のご案内
新潟市と㈱サイネックスは官民協働事業として「にいがた市暮らしのガイド

2023・2024 年版」を2023 年1 月に発行します。
市内の全世帯（約34 万世帯）及び転入者に無料で配布するほか、電子書籍版とし
て新潟市のホームページからパソコンやスマートフォンで閲覧できます。
本冊子は全額広告収入を財源として発行します。サイネックスの担当者が９月から
広告掲載のご案内に伺いますので、ぜひ広告掲載のご検討をお願い申し上げます。

＜冊子内容＞
市からのお知らせ、各種手続き、医療機関情報、相談、生活ガイド情報等

＜問い合わせ先＞
◇広告募集に関わること
株式会社サイネックス新潟支店 担当：立石
TEL：025-243-5673 FAX：025-243-5878
E-mail：s-niigata@scinex.co.jp URL：http://www.scinex.co.jp

永年勤続優良従業員表彰のお知らせ
当所では毎年、永年にわたり勤務され、社業の発展及び地域経済の振興に尽くされた

優秀な従業員の功績を称えることを目的に永年勤続従業員表彰を実施しております。

会員の皆様へは申請書等を郵送いたします。なお、表彰式典は行いません。

１．申請書発送 ９月上旬

２．申請締切 ９月３０日（金） ＜担当：長谷川・神林＞

会員交流事業

第１６回会員親睦ゴルフコンペ参加者募集！
会員親睦ゴルフコンペを次のとおり開催しますので、奮ってご参加下さい。

（新型コロナウイルス対策のため、表彰式を行わず、前半9ホールの成績により順位を決定します。）

◇開 催 日 １０月１３日（木）

◇開催場所 新津カントリークラブ

◇定 員 １２０名（３０組）

◇参 加 費 １,０００円／人（プレー費、食事代は別）

◇参加資格 会員又は会員の紹介者

◇申込方法 氏名、事業所名、住所、生年月日をお知らせ下さい。

（当所ホームページからも申込書をダウンロードできます。）

◇申込締切 定員になり次第締切

【第２回募集中（締め切り９月７日）】

新潟県新事業チャレンジ補助金

長期化する新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、中小企業等が経済社会活

動の変化に対応するために行う新たな商品開発やサービスの提供等の前向きなチャ

レンジを支援します。（本補助金は「一般型」と「重点型」がありますので、詳細

については、必ず申請要領をご確認下さい。）

【一般型】

対 象 者：県内中小企業であり、新型コロナウイルス感染拡大による経済社会活動

の変化により2020年4月以降の連続する６か月間のうち任意の３ヶ月

の合計売上高が、コロナ以前（2019年又は２０２０年１～３月）の同

３ヶ月の合計売上高と比較して減少していること。

対象事業：新たな商品・サービスの開発や新たな販売・提供方法への転換等、新型

コロナウイルスによる経済社会活動の変化に対応するための前向きな取

り組みであること。（補助対象経費20万円未満の取り組みは対象外）

補 助 額：１０万円～１００万円（補助率１／２以内）

補助対象経費：機械装置等費、開発費、展示会等出展費、広報費、外注費など

【重点型】

対 象 者：県内中小企業であること。（※売上減少要件はありません。）

対象事業：「ＤＸ」や「温室効果ガスの排出削減」に資する製品・サービスの開発

や生産プロセス・サービス提供方法の改善等の取り組みであること。

（補助対象経費20万円未満の取り組みは対象外）

補 助 額：１３万３千円～１３３万３千円（補助率２／３以内）

補助対象経費：機械装置等費、開発費、展示会等出展費、広報費、外注費など

【受付期限】

令和４年９月７日（水）必着

※予算額に達した場合は、事務局で申請を受け付けたものから先着順で採択

お問い合わせ：新事業チャレンジ補助金 相談ダイヤル 0570-783736

提 出 先：新津商工会議所（最寄りの商工会または商工会議所）

本事業にかかる申請は、商工会・商工会議所が事業計画を確認の上、助言等を

行い、意見を付して県に副申することとなっています。つきましては、申請を希

望する事業所は、締切までに十分な余裕をもって、ご相談をお願いいたします。

申請要領、申請様式は新事業チャレンジ補助金HPよりダウンロードしてください。


